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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、寡占企業の戦略的CSRが経済厚生や環境に与える影響を考察し、競
争政策・環境政策の運用に資する理論基盤を強化した。その結果、時間整合的な環境税が施行される状況下で
は、独占企業が環境CSRに適応するとき、汚染拡大効果がもたらされることを明らかにした。また、株主構成の
中で環境アクティビストの存在が環境CSRに適応するかどうかの分岐における決定要因になることを明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：This research project examines the impact of strategic CSR by oligopolistic 
firms on economic welfare and the environment, strengthening the theoretical foundation for 
competition and environmental policy. The results show that under a time-consistent environmental 
tax, when a polluting monopolist adopts its environmental CSR, it generates a pollution-enhancing 
effect. Furthermore, this study found that the presence of environmental activists in the 
shareholder structure is a determining factor of whether firms adopt to CSR.

研究分野：産業組織論

キーワード： 経済政策　環境R&D　競争政策　寡占モデル　ゲーム理論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
現在、寡占企業のほとんどがCSRに基づく何らかの行動を行っているが、ほとんどの競争政策当局は企業の利潤
最大化行動を念頭において政策の運用を考えている。本研究では、企業の戦略的CSRに関してその動機と競争政
策への影響を応用ミクロ経済学のアプローチを用いて研究を行う。戦略的CSRを組み込んだ理論研究を進めるこ
とで競争政策の経済研究が大きく変化する契機になる。また、政府の規制は重層的に存在しており、企業は競争
法以外に環境規制にも直面している。本研究課題は、戦略的CSRが競争政策と環境規制に与える経済効果を解明
しすることから、競争政策と環境規制の研究に新たな潮流を産み出すことに寄与する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
資源に乏しい一方で環境効率が高い日本は、新しい環境低負荷技術を開発して高質で環境親
和型の社会へと移行するための先導的役割が期待されている。また、近年では先進国のプロ・パ
テント政策の影響を受け、企業や政府がかつてないほど知的財産権を重要視し、また戦略的にそ
れを活用するような議論が活発化している。このような技術開発に関する議論はこれまでにも
なされてきたが、環境 R&Dについては、新産業の創出の点からも重要であるにもかかわらず十
分ではなかった。そのため、知的財産権や競争政策の運用ルールが環境 R&Dに与えるインセン
ティブについての研究知見の集積が非常に薄い。 
 他方で、環境配慮財や企業の自主的な環境投資を選好する消費者（グリーンコンシューマー）
が増加し、産業界も彼らの存在を意識して多くの企業が環境 R&D や環境保全活動を行ってい
る。また、環境 R&Dは多額の資金や人的資源を要することから他社との共同研究開発を進める
企業も多い。ところが、環境共同研究開発と財市場との関係は密接不可分であるため、共同研究
開発が企業の財市場での価格支配力を不当に強め、結果として消費者の利益（消費者余剰）を減
少させる可能性もある。 
さらに、企業の社会的責任(CSR)は、社会の中で拡大・普及している。また、寡占企業の多く
が何らかの CSRに基づく企業活動を実施している。しかし、競争政策を立案・運用する行政当
局（日本では公正取引委員会）は、「独占禁止法のガイドライン」において企業の戦略的 CSR行
動を念頭においているとは言い難い。また、汚染規制など他の規制が併存する状態での競争政策
の運用を考えることもできていない。これは日本に限らず、他の多くの国でも同様である。これ
は、多くの国において競争法が現実の企業行動に十分対応していないことを意味するものであ
り、本研究の意義はこの点にある。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では次の 2つの項目を主たる目的とする。 
【1】環境汚染を排出する寡占企業の戦略的 CSRへの適応行動が「市場の失敗」による厚生損失
を緩和し、同時に企業が利潤を拡大するのがどのような規制環境であるかを解明する。そして次
に、市場形態に応じた競争政策と環境規制（汚染排出税など）の望ましい在り方についての理論
的基盤を、ゲーム理論による分析を通じて強固なものにする。この分析においては、これまで産
業組織論の分野で蓄積されてきた寡占理論を基礎にし、多くの研究者に受容されることと、今後
の発展可能性に十分配慮する。 
【2】環境規制と競争政策が重層的に存在する状況において、競争政策の効果的な運用を意図し
て、環境規制（汚染排出税）と寡占企業の戦略的 CSR行動の下での競争法適用について理論研
究の蓄積を行う。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、ゲーム理論や寡占市場理論を基礎にして分析を進める。また、CSR の理論・実証研
究をサーベイした後に寡占企業の CSR 行動への戦略的適応をゲームモデルとして定式化する。
特に、1980 年代に登場した戦略的経営委任モデルを環境 CSR の分析に応用する点が特徴の一つ
である。その上で、寡占企業の環境 R&D 投資についての協調行動を社会的に容認すべきかどうか
の政策判断などについて考察を行う。さらに、理論モデルを基礎にしながら、競争政策への具体
的な政策含意の導出にも留意する。 
 得られた研究成果は、まず国内外の学会・研究セミナーなどでの発表・討論を通じてさらなる
充実を図る。また、ディスカッションペーパーでの配布を通じて完成度を高めると同時に、国際
的ジャーナルへ掲載されるように努める。この過程には特に注力し、たとえ長い時間を要しても
あきらめずに国際的に高く評されるジャーナルへ掲載されるように努力を続ける。高評価の研
究雑誌への掲載を通じて社会的なインパクトと評価の確立に寄与するようにしたい。論文の公
刊にあたっては、オープンアクセスの契約にすることを心掛ける。 
 
 
４．研究成果 
 
各年度に得られた主要な研究内容と成果は以下のとおりである。 
研究期間１年目の令和元年度は、先行研究のサーベイとして寡占企業の環境研究開発投資や
競争政策を理論的に分析した文献ならびに企業の社会的責任（CSR）に関する専門論文を丁寧に



調査・精読した。また、企業の環境分野での CSR に基づく環境 R&D モデルの基礎分析も行った。
その基礎分析では、供給独占企業が戦略的な環境 CSR 行動を選択すると、環境にとっての悪影
響、すなわち環境 CSR への適応が汚染排出量を増加させる逆説的な可能性あることとその条件
を理論的に導出している。 
 研究期間２年目の令和２年度は、以下の研究に取り組んだ。[1]供給独占市場で時間整合的な
環境税が導入されている状況において、供給独占企業の戦略的環境 CSR が市場にどのような影
響を与えるのかをベンチマークモデルとして考察した研究を改訂・精緻化し、国際的に評価の高
い Energy Economics に受理・掲載された（Fukuda, K., & Ouchida, Y. (2020). Corporate 
social responsibility (CSR) and the environment: Does CSR increase emissions?. Energy 
Economics, 92, 104933）。この論文は、環境 CSR 分野の研究に大きな波及効果があり、斯学にお
いて、とても多くの引用を受けている。また、この論文を基礎にした研究も複数出てきている。
[2]クールノー複占市場において環境税が導入されている状況において、複占企業の戦略的環境
CSR が合併行動と経済厚生にどのような影響を与えるのか分析するための理論モデルを構築し、
基礎分析を進めた。 
 期間の３年目にあたる令和３年度において、主な研究実績は以下の内容である。[1]複占市場
において環境税が導入される状況において、望ましい課税のタイミングと望ましい汚染削減 R&D
の形態を同時に考察した研究を精緻化し、Australian Economic Papers に受理・掲載された。
Australian Economic Papers に掲載された論文（Ouchida, Y., & Goto, D. (2022). Strategic 
non‐use of the government's precommitment ability for emissions taxation: 
Environmental R&D formation in a Cournot duopoly. Australian Economic Papers, 61(1), 
181-206.）は、2023 年において同誌引用数上位 10％の論文のひとつに位置づけられている。ま
た、[2]複占市場において環境税が導入される状況において、企業の戦略的 CSR が合併行動と経
済厚生にどのような影響を与えるのかについてのモデル分析を進め、基礎分析を踏まえつつ更
なる精緻な考察を進めた。 
 令和４年度における主な研究実績は以下の内容である。[1]株式市場と完全競争的な生産物市
場を融合させた理論モデルを構築し、環境投資（汚染削減）を積極的に行うことを志向する株主
（環境アクティビスト）が企業の意志決定、および企業が環境 CSR に適応企業になるか、それと
も利潤最大化企業になるどうかの内生的分岐に果たす役割を理論的に考察した。その基礎分析
の成果（Tomoda and Ouchida (2023)）は、広島大学経済学部の Discussion Paper Series に収
録されている。また、この成果の完成度を高めるための精緻化作業を継続して行った。[2]さら
に、複占市場における環境 CSR の研究にも並行して取り組んだ。クールノー複占市場において環
境税が導入される状況において、戦略的環境 CSR に適応する汚染排出企業の環境共同研究開発
が経済厚生（社会厚生、消費者余剰、汚染量など）にどのような影響を与えるのかについてのモ
デル分析を進めるとともに、環境共同研究開発が社会的に容認されるべきかどうかについて、さ
らなる精緻な考察を進めた。 
 令和５年度においては、前年度において広島大学経済学部の Discussion Paper Series に収
録されている論文の改訂・精緻化ならびに査読対応に注力し、次に示す成果の出版に至った。環
境経済学分野で top レベルのジャーナルとして位置づけられている JEEM に公刊された論文 
(Tomoda, Y., & Ouchida, Y. (2023). Endogenous bifurcation into environmental CSR and 
non-environmental CSR firms by activist shareholders. Journal of Environmental 
Economics and Management, 122, 102883.)では、株式市場と生産物市場を融合させた理論モデ
ルを構築し、株主の中に存在する環境アクティビストの存在が企業の環境投資についての意志
決定に果たす役割と企業が環境 CSR に適応するかどうかの内生的分岐のメカニズムについて理
論的に考察した。この研究では簡便で広い拡張可能性を担保したモデルを提示していることか
ら、斯学において、より複雑な寡占市場を念頭においたさまざまな拡張研究（応用研究）が期待
される。今後、この研究成果を踏まえてさらなる発展につなげたい。 
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